
 
 

奈良県中央卸売市場再整備推進事業 
（市場エリア整備事業） 

実施方針 
 
 
奈良県（以下「県」という。）は、「奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア

整備事業）」（以下「本事業」という。）について民間の資金、経営能力及び技術的能力

の活用を図るため、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平

成１１年法律第１１７号、以下「ＰＦＩ法」という。）に基づく事業として実施すること

を予定している。 
本事業の実施に関する方針は、ＰＦＩ法に基づく特定事業の選定及び特定事業を実施す

る民間事業者の選定を行うにあたって、ＰＦＩ法第５条第１項の規定、及び民間資金等の

活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針（平成１２年総理府

告示第１１号、平成３０年１０月変更）等に基づき定めるものである。 
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用語の定義： 
 
（１）本事業（奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業）） 

市場機能の高度化や安全・安心な食の提供に必要となる市場施設を整備する事業を

いう。 
 
（２）賑わいエリア整備事業 

本事業とは別に予定している別途事業のうち、「食」を通じた地域の賑わいを創出

する施設を整備する事業をいう。 
 
（３）北側用地暫定整備事業 

本事業とは別に予定している別途事業のうち、現市場敷地の北側に隣接する用地に

おいて、仮設駐車場、工事ヤード及び仮設建築物等の用地を確保するとともに、雨水

貯留浸透施設（調整池）及び現市場敷地北側の水路改修等を行う事業をいう。 
 
（４）受注者 

本事業を受注する民間事業者をいう。 
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第１章 特定事業の選定に関する事項 

 
１．事業内容に関する事項 

 
（１）事業名称 

奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業） 
 
（２）事業に供される公共施設等の種類 

中央卸売市場 
 
（３）公共施設等の管理者の名称 

奈良県知事 山下 真 
 
（４）事業の目的 

県中央卸売市場は昭和５２年の開場以来、「県民の台所」として生鮮食料品の円滑

な供給と消費生活の安定に重要な役割を担ってきたが、開設から４９年以上が経過し

た現在では、施設の老朽化が進んでいる。また、人口・世帯構成の変化に伴う食料消

費の減少や食の外部化・簡便化、インターネット販売等による食品流通の多様化など

卸売市場を取り巻く状況は大きく変容している。本市場においても、それらへ対応す

ることが重要な課題となっている。 
このため、県では令和３年１２月に「奈良県中央卸売市場再整備の基本方針」（令

和６年７月改正）、令和７年３月に「奈良県中央卸売市場再整備の基本方針実施プラ

ン」を策定し、市場機能の高機能化・効率化を図り、食の流通拠点として、食の安

全・安心を確保する「市場エリア」と、市場の機能や立地を活かし、地域の賑わいを

創出する「賑わいエリア」について、親和性のある一体的な整備を行うことで、持続

可能で「産地や実需者、消費者から選ばれる」市場づくりを目指している。 
今般、「賑わいエリア」に先行して整備を行う本事業は民間の経営能力及び技術的

能力を活用した効率的な施設の整備が期待できるＰＦＩ手法を導入し、事業の効率化

を図る。 
 
（５）本事業の実施にあたって遵守すべき根拠法令等 

本事業を実施するにあたって遵守すべき本事業に関連する各種法令（施行令及び施

行規則等を含む）、条例、規則、要綱等及びその他関連する法令等は、入札公告時に

公表する要求水準書において示す。 
 
（６）事業方式 

本事業は、受注者がＰＦＩ法に基づき、本事業で整備する公共施設を整備した後、

施設所有権を県へ移転するＢＴ方式（Build-Transfer）により実施するものとする。 
 
（７）事業スケジュール（予定） 
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本事業のスケジュール（予定）は次のとおりである。 
時期 内容 
令和８年１０月 基本協定の締結 
令和８年１０月 仮契約の締結 
令和８年１２月 事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 
令和８年１２月～ 設計施工 
令和１３年度 新市場の開業 
令和１５年度 市場エリア完成 

 
（８）業務範囲 

受注者が行う本事業の業務範囲は次のとおりである。なお、業務範囲の詳細につい

ては、要求水準書において示す。 
ア．統括管理業務 
イ．設計業務 
ウ．工事監理業務 
エ．施工業務 
オ．解体業務 
カ．移転業務 
キ．備品調達業務 
ク．その他の業務 

 
（９）受注者の収入 

県は、受注者が行う本事業の業務範囲に示す業務に関する費用について、県が設定

した予定価格の範囲内で落札者が提案した金額をもとに決定した金額を、ＰＦＩ法第

１４条の規定に基づいて県と落札者の間で締結する事業契約（以下「事業契約」とい

う。）に基づき、各年度毎に受注者に支払う。 
なお、本事業では卸売市場緊急整備事業交付金の交付を受けることを想定している。 

 
 
２．特定事業の選定及び公表に関する事項 

 
（１）選定基準 

本事業を従来型事業として実施した場合とＰＦＩ事業として実施した場合を比べ、

本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業期間全体を通じて県の財政負担

の縮減を期待できる場合、又は県の財政負担が同一の水準にある場合において公共サ

ービスの水準の向上が期待できる場合には、ＰＦＩ法第７条の規定に基づき本事業を

特定事業として選定する。 
 
（２）特定事業の選定の方法 
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ア．県の財政支出見込み額の算定にあたっては、将来の費用と見込まれる財政支出額

の総額を算出の上、これを現在価値に換算することにより評価を行う。 
イ．県が提供を受ける公共サービスの水準は、できる限り定量的な評価を行うことと

するが、定量化が困難な場合には客観性を確保した上で定性的な評価を行う。 
 
（３）選定結果の公表 

本事業を特定事業として選定した場合には、その結果を評価の内容と併せて、県ホ

ームページにて速やかに公表する。また、特定事業に選定しないこととした場合にも、

その旨を公表する。 
 
 
 
第２章 受注者の募集及び選定に関する事項 

 
１．受注者選定に関する基本的事項 

 
（１）受注者の募集・選定方法 

本事業は、設計及び施工段階の各業務を通じて、民間事業者に効率的かつ効果的な

公共サービスの提供を求めるものであり、民間事業者の幅広い能力・ノウハウを総合

的に評価する必要があることから、落札者の決定にあたっては、設計及び施工能力、

事業計画能力並びに県の財政負担等を総合的に評価（「総合評価一般競争入札」：地

方自治法施行令第１６７条の１０の２）して決定する予定である。 
 
（２）審査の方法 

審査は、入札参加資格審査と提案審査の二段階で実施する。 
なお、入札提案書類の提出方法等については、入札公告時に明らかにする。 

 
ア．入札参加資格審査 

入札参加を希望する者に対し、入札参加表明書及び入札参加資格審査に必要な書

類の提出を求める。 
 

イ．提案審査 
入札参加資格審査通過者に対し、提案内容を記載した入札提案書類の提出を求め

る。 
 
（３）審査部会 

県は、学識経験者等から構成される「奈良県中央卸売市場運営協議会市場再整備事

業審査部会」（以下「審査部会」という。）において、入札参加者からの提案を審査

する。 
審査部会は以下の委員で構成される。 
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部会長 橋爪 紳也 大阪公立大学研究推進機構 特別教授 
委員 浦出 俊和 摂南大学農学部 教授 
 西川 惠二 奈良県中央卸売市場協会 理事長 
 工藤 春代 立命館大学食マネジメント学部 教授 
 宗像 宏治郎 宗像公認会計士事務所 公認会計士 
 片山 賢志 川﨑法律事務所 弁護士 

 
（４）入札の中止等 

競売入札妨害若しくは談合行為の疑い、不正若しくは不誠実な行為等により入札を

公正に執行できないと認められるとき、又は競争性を確保し得ないと認められるとき

は、入札の執行延期、再入札公告又は入札の取り止め等の対処を図る場合がある。 
 
（５）落札者を選定しない場合 

受注者の募集及び選定の過程において、入札参加者がない、あるいは、いずれの入

札参加者も県の財政負担の縮減が見込めない等の理由により本事業をＰＦＩ法に基づ

く特定事業として実施することが適当でないと判断された場合には、特定事業の選定

を取り消すこととし、その旨を速やかに公表する。 
 
 
２．受注者の募集及び選定の手順に関する事項 

 
（１）受注者の募集及び選定のスケジュール 

募集及び選定にあたっては、以下の手順及びスケジュールにて行うことを予定して

いる。 
日程（予定） 受注者選定手順 

令和７年３月２６日（水） 実施方針及び要求水準書（案）の公表 
令和７年６月２４日（火） 特定事業の選定の公表 
令和８年７月３日（金） 実施方針（変更）の公表 
令和８年７月上旬 特定事業の選定（変更）及び公表 
令和８年７月上旬 入札公告及び入札説明書等の公表 
令和８年７月中旬 入札説明書等に関する説明会及び現地説明会 
令和８年７月下旬 入札説明書等に関する質問受付期限 
令和８年８月上旬 入札説明書等に関する質問への回答の公表 
令和８年８月中旬 入札参加表明書及び入札参加資格審査の受付期限 
令和８年８月下旬 入札参加資格審査結果の通知 
令和８年８月下旬 入札書及び入札提案書の受付 
令和８年９月下旬 入札提案書に関する個別プレゼンテーション 
令和８年１０月 落札者の決定及び公表 
令和８年１０月 基本協定の締結 
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日程（予定） 受注者選定手順 
令和８年１０月 仮契約の締結 
令和８年１２月 事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 

 
（２）特定事業の選定及び公表 

県は、本事業がＰＦＩ法に基づく事業として実施すべき事業か否かを評価し、ＰＦ

Ｉ法に基づく事業として実施することが適当であると判断した場合には、ＰＦＩ法第

７条に規定する特定事業の選定を行い、その結果を県ホームページにて公表する。 
 
（３）入札公告及び入札説明書等の公表 

県は、入札公告並びに入札説明書、要求水準書、落札者決定基準、基本協定書（案）

及び事業契約書（案）等（以下「入札説明書等」という。）を県ホームページにて公

表する。 
 
（４）入札説明書等に関する説明会及び現地説明会 

本事業に対する民間事業者の参入促進に向けて、入札説明書等に関する説明会及び

現地説明会を実施する。実施方法等は入札説明書等により提示する。 
 
（５）入札説明書等に関する質問の受付、回答 

入札説明書等に記載した内容に対する質疑応答を行う。質問の提出方法、提出期間

等は入札説明書等により提示する。 
 
（６）入札参加表明書及び入札参加資格審査の受付、結果の通知 

入札参加を希望する者は入札参加表明書及び入札参加資格審査に関する書類（以下

「入札参加表明書等」という。）を提出すること。入札参加資格審査の結果は、入札

参加表明書等の提出者に通知する。入札参加表明書等の提出方法、提出期間等は入札

説明書等により提示する。 
 
（７）入札書及び入札提案書の受付 

入札参加者は、入札書及び本事業に関する事業計画等の提案内容を記載した入札提

案書（以下「入札提案書類」という。）を提出すること。 
 

（８）入札提案書に関する個別プレゼンテーション 
入札提案書を提出した者は、その内容について提案審査の一環として、プレゼンテ

ーションを行うものとする。実施方法等は入札説明書等により提示する。 
 
（９）落札者の決定及び公表 

審査部会にて、入札参加者からの入札提案書類を審査し、最も優れていると認めた

入札参加者を最優秀提案者として選定する。県は審査部会の結果を踏まえ、落札者を

決定し、その結果を県ホームページにて公表する。 
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（１０）基本協定の締結 

県は落札者と協議を行い、事業契約の締結に向けた基本的な事項を定める基本協定

を締結する。 
 
（１１）仮契約の締結 

県と落札者は、基本協定を踏まえて本事業の事業契約についての仮契約を締結する。

ただし、落札者が特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を設立する予定の場合、

設立されたＳＰＣと仮契約を締結する。 
 
（１２）事業契約の締結 

仮契約は県議会の議決を経て、本契約となる。 
 
 
３．入札参加者の備えるべき入札参加資格要件 

 
（１）入札参加者の構成等 
 

ア．入札参加者は、本事業の設計業務にあたる者、工事監理業務にあたる者及び施工

業務にあたる者により構成されること。 
 

イ．入札参加者は、複数の企業により構成される共同企業体（以下「ＪＶ」という。）

又はＳＰＣを設立して本事業を実施することを予定し、本事業開始後、設計業務、

工事監理業務及び施工業務のいずれかをＳＰＣから直接業務を受託し、若しくは請

け負うことを予定している企業により構成されるグループ（以下「入札参加グルー

プ」と総称する。）とすること。 
 

ウ．同一の企業が複数の業務を実施することができるが、工事監理業務にあたる者と

施工業務にあたる者を同一の者又は相互に資本面における関連（一方の企業が他方

の企業の発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の

総額の１００分の５０を超える出資をしていることをいう。）若しくは人事面にお

ける関連（一方の企業の代表者又は役員が他方の企業の代表者又は役員を兼ねてい

ることをいう。）のある者が兼ねることはできない。 
 

エ．入札参加者は、入札参加表明書等の提出時に入札参加グループを構成する企業

（以下「構成企業」という。）及びこれらの者の担当業務（設計、工事監理及び施

工の別）を明らかにすること。 
 

オ．施工業務にあたる者のうち、建築分野を担当する者（第２章３．（２）イ．（ウ）

ｂ．（ａ）、（ｃ）、（ｅ）及び（ｉ）に示す資格要件を全て満たす者に限る。）
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から代表構成企業（入札参加グループの構成企業を代表し、入札参加手続を行う企

業をいう。以下同じ。）を選出すること。 
 
（２）入札参加者の入札参加資格要件 
 

ア．一般的要件 
入札参加グループの全ての構成企業は、次の要件を全て満たすこと。 

（ア）ＰＦＩ法第９条各号のいずれかに該当する者でないこと。 
（イ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当す

る者でないこと。 
（ウ）入札参加表明書等の提出期限の日から開札の日までの期間に、奈良県建設工事

等請負契約に係る入札参加停止措置要領による入札参加停止措置（以下「入札参

加停止」という。）を受けていないこと。 
（エ）本事業について、次に掲げるアドバイザリー業務等に関与した者及びこの者と

資本面における関連（この者の発行済み株式総数の１００分の２５を超える株式

を有し、又はその出資の総額の１００分の２５を超える出資をしていることをい

う。）若しくは人事面における関連（代表者又は役員がこの者の代表者又は役員

を兼ねていることをいう。以下同じ。）のある者でないこと。 
名 称：株式会社山下ＰＭＣ 
所在地：東京都中央区日本橋一丁目４番１号 

日本橋一丁目三井ビルディング１２階 
（オ）審査部会の委員と人事面において関連がある者でないこと。 
（カ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号。以下「新法」という。）第１７条の

規定による更生手続開始の申立て（新法附則第２条の規定によりなお従前の例に

よることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る新法による改

正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０

条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをなさ

れていない者であること。ただし、新法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、更

生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 
（キ）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第

２条の規定による廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の

規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 
（ク）平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条に規定する再生手続開始の申立

てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基

づく再生手続開始の決定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた

場合は、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者と

みなす。 
（ケ）他の入札参加グループの構成企業として参加していないこと。 
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イ．各業務にあたる者の入札参加資格要件 
入札参加グループの構成企業のうち、設計、工事監理及び施工の各業務にあたる

者が、それぞれ次の前提条件及び資格要件を満たしていること。 
（ア）設計業務にあたる者 

ａ．前提条件 
（ａ）単体又は複数の者で実施すること。 
（ｂ）建築分野を担当する者及び土木分野を担当する者を用意すること。ただし、

両分野の要件をいずれも満たす場合は、同一の者が兼ねても差し支えない。 
（ｃ）建築分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ａ）、（ｂ）及び（ｄ）の要件

を全て満たす者であること。 
（ｄ）土木分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ｃ）及び（ｅ）の要件を全て満

たす者であること。 
ｂ．資格要件 
（ａ）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による一級建築士

事務所の登録を行っていること。 
（ｂ）建設工事等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成８年１２月奈

良県告示第４２７号）による競争入札参加資格（以下「奈良県建設工事等競

争入札参加資格」という。）のうち、建築設計業務に登録していること。 
（ｃ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設コンサルタント（河川、

砂防及び海岸、海洋部門）及び（道路部門）に登録していること。 
（ｄ）平成２３年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した床面積１０，０００㎡以上の卸売市場、倉庫

業を営む倉庫（多層式で食品用冷蔵施設を含むもの）又は食品加工工場の新

築、増築又は改築（増築又は改築の場合は工事対象範囲の床面積が１０，０

００㎡以上とする。）の設計業務の元請実績を有すること。 
（ｅ）平成２３年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した道路設計業務の元請実績を有すること。 
（イ）工事監理業務にあたる者 

ａ．前提条件 
（ａ）単体又は複数の者で実施すること。 
（ｂ）建築分野を担当する者及び土木分野を担当する者を用意すること。ただし、

両分野の要件をいずれも満たす場合は、同一の者が兼ねても差し支えない。 
（ｃ）建築分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ａ）、（ｂ）及び（ｄ）の要件

を全て満たす者であること。 
（ｄ）土木分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ｃ）の要件を満たす者であるこ

と。 
ｂ．資格要件 
（ａ）建築士法第２３条の規定による一級建築士事務所の登録を行っていること。 
（ｂ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建築設計業務に登録している

こと。 
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（ｃ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設コンサルタント（河川、

砂防及び海岸、海洋部門）及び（道路部門）に登録していること。 
（ｄ）平成２３年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した床面積１０，０００㎡以上の卸売市場、倉庫

業を営む倉庫（多層式で食品用冷蔵施設を含むもの）又は食品加工工場の新

築、増築又は改築（増築又は改築の場合は工事対象範囲の床面積が１０，０

００㎡以上とする。）の工事監理業務の元請実績を有すること。 
（ウ）施工業務にあたる者 

ａ．前提条件 
（ａ）２者、３者又は４者で実施すること。 
（ｂ）建築分野を担当する者及び土木分野を担当する者を用意すること。ただし、

両分野の要件をいずれも満たす場合は、同一の者が兼ねても差し支えない。 
（ｃ）建築分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ａ）、（ｃ）、（ｅ）及び（ｉ）

の要件を全て満たす者であること。 
（ｄ）土木分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ｂ）、（ｄ）及び（ｇ）の要件

を全て満たす者であること。 
なお、（ｃ）及び（ｄ）の条件を満たした上で、建築分野を担当する者にｂ．

資格要件（ａ）、（ｃ）及び（ｆ）の要件を満たす者を、土木分野を担当する

者にｂ．資格要件（ｂ）、（ｄ）及び（ｈ）の要件を満たす者を（ａ）の条件

の範囲内において追加で参加させることができる。 
ｂ．資格要件 
（ａ）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条の規定による建築工事業

に係る特定建設業の許可を有すること。 
（ｂ）建設業法第１５条の規定による土木工事業に係る特定建設業の許可を有す

ること。 
（ｃ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設工事（建築一式）に係る

入札参加資格申請における参加資格を有すること。 
（ｄ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設工事（土木一式）に係る

入札参加資格申請における参加資格を有すること。 
（ｅ）建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（有効期間内に

ある直近のもの。以下「経営事項審査」という。）の結果における建築一式

工事の総合評定値が１，２００点以上であること。 
（ｆ）経営事項審査の結果における建築一式工事の総合評定値が９００点以上で

あること。 
（ｇ）経営事項審査の結果における土木一式工事の総合評定値が１，２００点以

上であること。 
（ｈ）経営事項審査の結果における土木一式工事の総合評定値が９００点以上で

あること。 
（ｉ）平成２３年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した床面積１０，０００㎡以上の卸売市場、倉庫
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業を営む倉庫（多層式で食品用冷蔵施設を含むもの）又は食品加工工場の新

築、増築又は改築（増築又は改築の場合は工事対象範囲の床面積が１０，０

００㎡以上とする。）の施工業務の元請実績を有すること。ただし、ＪＶの

構成員としての実績については、代表者として施工したものにあっては出資

比率が２０％以上の場合に、構成員として施工したものにあっては出資比率

が１０％以上の場合に限る。 
 
（３）共同企業体及び特別目的会社の設立に関する要件 

ア．ＪＶに関する要件 
（ア）施工業務にあたる者のうち、建築分野を担当する者（第２章３．（２）イ．

（ウ）ｂ．（ａ）、（ｃ）、（ｅ）及び（ｉ）に示す資格要件を全て満たす者に

限る。）を代表構成企業とする乙型ＪＶ又は甲型乙型併用ＪＶとすること。 
（イ）乙型ＪＶの場合、代表構成企業の分担業務額は構成企業中最大又は最大と同額

とすること。 
（ウ）甲型乙型併用ＪＶの場合であって、分担したいずれかの業務を複数の構成企業

が共同で実施する場合の出資比率は、当該業務にあたる構成企業が２者の場合は

いずれも３０％以上、３者の場合はいずれも２０％以上、４者以上６者以下の場

合はいずれも１５％以上とすること。 
（エ）甲型乙型併用ＪＶの場合であって、施工業務を共同で実施する場合は、施工業

務の分担業務額は各分担業務中最大又は最大と同額とし、かつ、代表構成企業の

出資比率は施工業務にあたる構成企業中最大又は最大と同比率とすること。なお、

施工業務を分担して実施する場合は、代表構成企業が属する分担業務の分担業務

額は各分担業務中最大又は最大と同額とし、施工業務を分担し、かつ、代表構成

企業が属する分担業務を共同で実施する場合は、代表構成企業が属する分担業務

の分担業務額は各分担業務中最大又は最大と同額とし、かつ、代表構成企業の出

資比率は代表構成企業が属する分担業務にあたる構成企業中最大又は最大と同比

率とすること。 
（オ）入札参加表明書等の提出と同時に、共同企業体の構成に関する協定書を提出す

ること。 
 

イ．ＳＰＣの設立に関する要件 
（ア）事業契約の仮契約の締結前までに、会社法（平成１７年法律第８６号）に定め

る株式会社としてＳＰＣを設立し、登記簿上の本店所在地を奈良県内とすること。 
（イ）構成企業は、ＳＰＣへの議決権株式による出資を行うものとし、議決権の合計

は、全体の５０％を超えるものとすること。また、代表構成企業の出資比率は出

資者中最大とすること。 
（ウ）全ての出資者は、事業期間中、ＳＰＣの議決権株式を保有するものとし、県の

事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他一切の処

分を行ってはならない。 
（エ）入札参加表明書等の提出と同時に、特別目的会社の設立に関する誓約書を提出
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すること。 
 
（４）入札参加者の変更 

入札参加表明書等により参加の意思を表明した入札参加グループの構成企業の変更

は原則として認めない。 
また、入札参加資格を有するとの確認を受けた入札参加者が、入札参加資格確認基

準日以降、落札者決定の日までに入札参加者の入札参加資格要件を欠く事態に至った

場合には、原則として当該入札参加者は失格とする。 
ただし、次のア．又はイ．に該当する場合は県と協議することができる。 

ア．入札参加表明書等の提出日から開札日の４日前まで 
代表構成企業以外の構成企業が会社更生法に基づく更生手続開始の申立て若しく

は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てをした若しくはなされたこと又は県か

ら入札参加停止を受けたことにより入札参加資格を失った場合、その他県がやむを

得ないと認めた場合において、開札日の４日前までに県と協議を行い、構成企業を

補充する等を行い、改めて入札参加表明書等を提出し、入札提案書類の提出日まで

に入札参加資格の確認を受けたとき。 
イ．開札日の翌日から落札決定の日まで 

代表構成企業以外の構成企業が会社更生法に基づく更生手続開始の申立て若しく

は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てをした若しくはなされたこと又は県か

ら入札参加停止を受けたことにより入札参加資格を失った場合、その他県がやむを

得ないと認めた場合において、県が別途指定する期間内に当該構成企業を変更し、

提案内容の継続性を担保するために必要な措置を講じたとき。 
 
 
４．審査に関する基本的な考え方 

 
（１）審査は、審査部会で行うものとし、落札者決定基準は入札説明書等と併せて公表す

る。 
 
（２）審査部会において、施設計画等の各方面から総合的に入札提案書類の審査を行い、

最も優れた提案を最優秀提案とする。 
 
（３）審査部会において、最優秀提案を選定するまでの間において、入札参加者（入札参

加グループの構成企業を全て含む。）が地方自治法施行令第１６７条の４の規定に基

づく入札参加資格の制限、又は入札参加停止を受けた場合には選定しない。 
 
 
５．審査手順に関する事項 

審査は、以下の手順により行うこととする。 
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（１）入札参加資格審査 
「第２章３．入札参加者の備えるべき入札参加資格要件」の具備を審査する。 

 
（２）提案審査 

別に定める落札者決定基準に基づき、施設計画等を総合的に審査する。 
 
 
６．落札者の決定 

審査部会は入札参加者からの入札提案書類を審査し、最も優れていると認めた入札参

加者を最優秀提案者として選定し、県は審査部会の結果を踏まえ、落札者を決定する。 
 
 
７．審査の結果及び評価の公表 

審査の結果及び評価は県ホームページにて公表する。 
 
 
８．提案書類の取扱い 

 
（１）著作権 

提案書類の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、県は、本事業の公表及びそ

の他県が必要と認める場合、落札者の提案書類の一部又は全部を無償で使用できるも

のとする。また、落札者以外の提案内容については、本事業の公表に必要な範囲以外

には使用しない。 
なお、提出を受けた書類は返却しない。 

 
（２）特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている事業

手法、工事材料、施工方法、維持管理方法及び運営方法等を使用する場合は、その使

用に関する一切の責任を入札参加者が負うものとする。 
ただし、県が指定した工事材料、施工方法等で、要求水準書等に特許権等の対象で

ある旨が明記されておらず、入札参加者が特許権等の対象であることを知らなかった

場合には、県が責任を負うものとする。 
 
 
 
第３章 受注者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

 
１．基本的考え方 

本事業における責任分担の考え方は、県と受注者が適正にリスクを分担することによ
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り、より低廉で質の高い公共サービスの提供を目指すものとする。 
この考え方に基づいて、予想されるリスク及び県と受注者の責任分担は、別記「予想

されるリスクと責任分担表（案）」に基本的な考え方を定めるものとし、責任分担の具

体的な内容については、入札公告時に明らかにする。 
 
 
２．県による事業の実施状況の監視（モニタリング） 

県は、受注者が事業契約等で規定された業務を確実に遂行し、要求水準書に規定した

要求水準を達成しているか否かの把握等を目的にモニタリングを行う。モニタリングの

実施方法等の詳細は入札公告時に明らかにする。 
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第４章 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

 
１．立地条件 

所在地 大和郡山市筒井町９５７番地の１（奈良県中央卸売市場） 

事業用地の構成 

本事業用地  約１９．３ｈａ 

 
奈良県中央卸売市場敷地 
（現市場敷地） 

 約１５．５ｈａ 

 北側用地  約３．８ｈａ 

再整備後の 
ゾーニング 

市場エリア  約１２．６ｈａ 

賑わいエリア  約６．４ｈａ 

調整池  約０．３ｈａ 

整備順序 

 

 

道路条件 

敷地西側：県道１９３号 筒井二階堂線 
幅員約６～８ｍ（２車線） 

※現市場敷地は、３号進入路において県道１９３号に接道 
敷地北側：国道２５号 

幅員約１２ｍ（２車線） 

ゾーニング仮想ライン 

賑わいエリア 

市場エリア 

本事業 

賑わいエリア整備事業 

北側用地暫定整備事業 

奈良県中央卸売市場再整備の完成 
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用
途
地
域
等 

用途地域 
準工業地域 
（ただし、２号進入路の一部及び北側用地は市街化調整区

域） 

容積率 ２００％（市街化調整区域部分については４００％） 

建蔽率 ６０％（市街化調整区域部分については７０％） 

高度地区指定 ３１ｍ高度地区（市街化調整区域部分については指定なし） 

防火地域指定 指定なし 

その他 

奈良県中央卸売市場（市場）（昭和４９年９月３日） 
奈良県中央卸売市場地区 地区計画 

（令和３年１０月１４日） 
（１）土地利用の方針：市場施設を適切に配置 
（２）建築物の高さの最高限度：現市場敷地の一部を２０ｍ

に制限 
（３）緑化面積：行為地面積の３％以上 

※具体的には大和郡山市ＨＰの用途地域・高度地区の変更

の決定（令和３年１０月１４日）を参照 

周知の埋蔵文化財 
包蔵地指定 

指定なし 
現市場敷地：トレンチ調査（令和８年度予定）の結果によ

り、建物等配置箇所の本調査が必要となる可能

性あり 
北 側 用 地：令和６年度のトレンチ調査の結果により、本調

査必要箇所判明済み 

交通・アクセス 
鉄道：近鉄橿原線筒井駅から約９００ｍ（徒歩１０分） 
車 ：西名阪自動車道と京奈和自動車道の交わる郡山インタ

ーチェンジから約２．４ｋｍ 
 
 
２．施設構成 

本事業で整備する主な施設等の構成及び概要は次のとおりである。各施設の詳細は要

求水準書にて示す。 
分類 室・施設 

市場棟機能 
青果卸売場、青果仲卸個別店舗、水産卸売場、水産

仲卸個別店舗、青果共同加工場、水産加工場等 

関連商品売場棟機能 関連商品売場等 

管理事務所機能 管理事務所等 

食品衛生検査所機能 食品衛生検査所等 
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分類 室・施設 

特高受変電室機能 特高受変電室等 

廃棄物集積所機能 廃棄物集積所等 

その他 守衛所、駐輪場等 
 

（参考）賑わいエリア整備事業での整備施設の例示 
施設 概要 

マルシェ・フードホール 

・奈良県産をはじめとした本市場の新鮮な食材を購

入できる施設 
・食べる楽しみを県民や観光客など多くの人たちに

届ける施設 
食品加工施設・物流施設 ・市場の機能強化、活性化に資する施設 

 
 
 
第５章 事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事

項 

 
１．基本的な考え方 

事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合、県と受注者は誠意をもって

協議するものとし、一定期間内に協議が整わない場合は、事業契約に規定する具体的措

置に従うものとする。 
 
 
２．管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、奈良地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 
 
 
 
第６章 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

本事業において、事業の継続が困難になった場合には、以下の措置を講じる。 
 
１．受注者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

 
（１）モニタリング結果に基づく是正措置等 

県は、受注者が事業契約で定める条件に違反した場合、又は受注者により提供され

る公共サービスが要求水準を満たさないと判断した場合には、受注者に対して業務の

改善勧告及びサービス対価の減額等を行うことができる。 
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（２）モニタリング結果に基づく契約解除 

県は、業務の改善勧告を行ったにもかかわらず、受注者が一定の期間内に改善措置

を講じなかった場合、又は改善することができなかった場合には、事業契約を解除す

ることができる。 
また、県は、受注者が改善措置を講じてもなお、公共サービスの提供に重大な障害

の発生が懸念される場合、又は業務遂行能力の回復が困難であると判断した場合には、

事業契約を解除することができる。ただし、県は、事業契約を解除する前に、受注者

に対して一定の猶予期間を与える場合がある。 
 
（３）受注者の倒産等による事業契約の解除 

県は、受注者の倒産、財務状況の著しい悪化、その他受注者の責めに帰すべき事由

により、本事業の継続が困難と合理的に判断される場合には事業契約を解除すること

ができる。 
 
（４）損害賠償 

（２）及び（３）の規定により事業契約を解除した場合、受注者は県に生じた損害

を賠償しなければならない。 
 
 
２．県の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

 
（１）事業契約の解除 

県の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難と合理的に判断される場合、受注

者は事業契約を解除することができる。 
 
（２）損害賠償 

（１）の規定により受注者が事業契約を解除した場合、県は受注者に生じた損害を

賠償する。 
 
 
３．当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合 

不可抗力その他県又は受注者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困

難となった場合には、県及び受注者は、事業継続の可否について協議することとする。

なお、一定期間内に協議が整わなかった場合、事業契約の措置に従うこととする。 
 
 
 
第７章 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 
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１．法制上及び税制上の措置 

受注者が本事業を実施するにあたり、法令の改正等により、法制上又は税制上の措置

が適用されることとなる場合は、それによるものとする。 
 
 
２．財政上及び金融上の支援 

受注者が本事業を実施するにあたり、財政上及び金融上の支援を受けることができる

可能性がある場合は、県はこれらの支援を受注者が受けることができるよう努めるもの

とする。 
 
 
３．その他の支援 

県は受注者が事業実施に必要な許認可等を取得する場合、可能な範囲で必要な協力を

行うものとする。 
 
 
 
第８章 その他特定事業の実施に関する事項 

 
１．議会の議決 

本事業の実施に係る議案の県議会への提出予定は次に示すとおりである。 
事業契約に関する議案 令和８年１２月定例奈良県議会 

 
 
２．情報公開及び情報提供 

奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県条例第３８号）に基づき情報公開を行う。

また、情報提供はインターネット等を通じて行う。 
 
 
３．提案に係る費用負担 

提案に係る費用については、全て入札参加者の負担とする。 
 
 
４．問合せ先 

奈良県食農部 中央卸売市場再整備推進室 
〒６３９－１１２３ 奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 
電話番号：０７４３－５６－７００４ 
Ｅメールアドレス：ichiba-saiseibi@office.pref.nara.lg.jp 
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別記 予想されるリスクと責任分担表（案） 

 
本責任分担表（案）は、各項目に示すリスクの分担についての基本的な考え方を示すも

のである。 
詳細については、入札公告時に公表する事業契約書（案）で明らかにする。 

 
●主分担 ▲従分担 

段階 No 
リスクの

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

県 受注者  

共通事項

に関連す

るリスク 

１ 
募集書類

リスク 

入札説明書等の誤り・内容の

変更によるもの 
●   

２ 
資金調達

リスク 

県が調達する建設の支払金に

関するもの 
●   

受注者の資金調達に関するも

の 
 ●  

３ 
許認可リ

スク 

県の事由による許認可等取得

遅延によるもの 
●   

受注者の事由による許認可等

取得遅延によるもの 
 ●  

４ 
法令変更

リスク 

本事業に直接影響を及ぼす法

制度・許認可の新設・変更に

よるもの 

●   

上記以外の法制度・許認可の

新設・変更によるもの 
 ●  

５ 
税制変更

リスク 

本事業に直接影響を及ぼす税

制度の新設・変更によるもの 
●   

法人の利益にかかる税制度の

新設・変更によるもの（法人

税等）及び上記以外の税制度

の新設・変更によるもの 

 ●  

６ 
近隣対応

リスク 

本事業に対する住民反対運動

等 
●   

上記以外のもの  ●  

７ 
環境影響

リスク 

受注者の業務により生じる環

境への影響 
 ●  

上記以外のもの ●   
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●主分担 ▲従分担 

段階 No 
リスクの

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

県 受注者  

共通事項

に関連す

るリスク 

８ 

事 業 中

止 ・ 延

期・遅延

リスク 

県の事由による事業の中止・

延期・遅延 
●   

受注者の事由による事業の中

止・延期・遅延 
 ●  

９ 
第三者賠

償リスク 

県の事由による事故によるも

の 
●   

受注者の事由による事故によ

るもの 
 ●  

１０ 
不可抗力

リスク 

戦争、暴動、天災等による事

業の延期・中止・変更及び費

用の増加 

● ▲ ※１ 

１１ 
物価変動

リスク 
インフレ・デフレによる費用

の増減 
● ▲ ※２ 

事業契約

締結前段

階におけ

るリスク 

１２ 
応募費用

リスク 
応募に係る費用負担  ●  

１３ 
契約リス

ク 

県の帰責事由（議会の決議が

得られない場合を含む）によ

り受注者と契約締結できない

リスク 

●   

受注者の帰責事由により県と

契約締結できないリスク 
 ●  

調査・設

計・施工

段階にお

けるリス

ク 

１４ 
用地リス

ク 

土壌汚染、地中障害物の発

見、埋蔵文化財の発見等の用

地の不適合のうち、県が提示

した資料等により通常予測可

能なものによるもの 

 ●  

上記以外の予測できない用地

の不適合に関するもの 
●   

１５ 
測量・調

査リスク 

県が提示した測量・調査資料

に関するもの 
●   

受注者が実施した測量・調査

に関するもの 
 ●  
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●主分担 ▲従分担 

段階 No 
リスクの

種類 
リスクの内容 

負担者 備考 

県 受注者  

調査・設

計・施工

段階にお

けるリス

ク 

１６ 
設計リス

ク 

県の事由（県の指示による設

計変更等）による設計等の完

了遅延・設計費の増大 

●   

受注者の事由（提案した設計

内容の不備、基本設計・実施

設計の不備等）による設計等

の完了遅延・設計費の増大 

 ●  

１７ 
施工遅延

リスク 

県の事由による（要求水準書

の不備、県の指示による設計

変更、提示条件等の不備・変

更、土地の不適合等）工事の

遅延・工事費の増大 

●   

受注者の事由による（設計の

不備、履行遅滞等）工事の遅

延・工事費の増大 

 ●  

１８ 
施設性能

リスク 

要求仕様不適合（施工不良を

含む） 
 ●  

１９ 

施設の不

適合リス

ク 

事業契約に規定する契約不適

合の責任期間中に見つかった

施設の不適合によるもの 

 ●  

事業契約に規定する契約不適

合の責任期間後に見つかった

施設の不適合によるもの 

●   

 
※１ 不可抗力リスクは、一定の金額以下は受注者負担、それを超える金額は県負担とす

る予定である。 
※２ 一定の物価変動が生じた場合に県の支払金額の見直しを行う予定である。 
 
 
 


